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連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

三井倉庫ホールディングス株式会社

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、
法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
(https://msh.mitsui-soko.com/ir/stock/stockholders_meeting)に掲載するこ
とにより株主の皆様に提供しております。



連　結　注　記　表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数　　　　　　80社
（主要な連結子会社の名称）

三井倉庫株式会社〔倉庫業務、港湾運送業務、海外における物流サービス〕
三井倉庫エクスプレス株式会社〔航空貨物輸送業務〕
三井倉庫ロジスティクス株式会社〔サードパーティーロジスティクス業務〕
三井倉庫サプライチェーンソリューション株式会社〔サプライチェーンマネジメント支援業務〕
三井倉庫トランスポート株式会社〔陸上貨物運送業務〕

（連結範囲の変更）
当連結会計年度において、以下の６社を株式の譲渡により連結の範囲から除外しております。
 Prime Cargo A/S　 Prime Cargo (H.K.) Ltd.　 Prime Cargo Shanghai Ltd.
 PC KH ApS　 Prime Cargo Poland　 Prime Cargo USA Inc.

（2）主要な非連結子会社の名称等
フクミツ商事有限会社

非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、営業収益、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除
外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社数　　　　６社

（主要な持分法適用関連会社の名称）
　上海錦江三井倉庫国際物流有限公司、南通新輪国際儲運有限公司
（持分法適用範囲の変更）

当連結会計年度において、以下の２社を株式等の譲渡により持分法適用の範囲から除外しております。
 Joint Venture Sunrise Logistics Co.,Ltd.　 Key Logistics AB

 

（2）持分法を適用していない非連結子会社（フクミツ商事有限会社）及び関連会社（アメリカンターミナルサー
ビス株式会社 他２社）は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か
ら見て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな
いため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち31社については、決算日が連結決算日と又は決算期間が連結決算期間と異なるため、連結決
算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。その他の連結子会社の決算日は、連
結会計年度の末日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの　・・・ 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの　・・・ 移動平均法による原価法

②デリバティブ　・・・・・・
③たな卸資産　・・・・・・・

時価法
移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産　・・・・・・

（リース資産を除く）
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物、2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物、並びに在外連結子会社
については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：３～50年、機械装置及び運搬具：２～15年
②無形固定資産　・・・・・・

（リース資産を除く）
定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
（3）重要な繰延資産の処理方法

社債発行費・・・・・・・・支出時に全額費用として処理しております。
（4）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金　・・・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　・・・・・・・ 従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に
負担すべき額を計上しております。
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（5）退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間年数（６～13
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間年数（12～13年）による定額法
により、費用処理しております。

（6）重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主
持分に含めて計上しております。

（7）のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって均等償却しております。

（8）ヘッジ会計の処理方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお特例処理の要件を満たしている金利スワップについて
は特例処理によっております。

（9）有価証券の減損計上の方法
上場株式については期末の株価が取得価額より30％以上下落した場合に、非上場株式については当該会社
の実質価額が50％以上下落し、かつ回復可能性が見込めない場合に減損処理しております。

（10）その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理　　　　税抜方式を採用しております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保付債務

（1）担保に供している資産
建物及び構築物 3,955百万円
土　　　　　地 5,074百万円

計 9,029百万円
当該資産に係る根抵当権の極度額は13,788百万円であります。

（2）担保付債務
短期借入金 700百万円
１年内返済予定の長期借入金 416百万円
長期借入金 3,666百万円

計 4,782百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 166,662百万円

　減価償却累計額には減損損失累計額を含んで表示しております。
３．保証債務

（1）他社の銀行借入等に対する保証債務 37百万円
（2）従業員の住宅ローンに対する保証債務 29百万円

４．受取手形裏書譲渡高 30百万円

連結損益計算書に関する注記
減損損失
１．減損損失の金額
　当期において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 種類 金額（百万円）

 物流施設等
 建物及び構築物 232
 機械装置及び運搬具 472
 その他 294

 その他  のれん 2,409
合計 3,407

２．資産のグルーピングの方法
　減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フロ
ーを生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行っております。のれんについては、会社単位でグルーピング
しております。
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３．減損損失を計上した資産グループの概要及び経緯
 (1)事業用資産に関する減損損失
　①減損損失を計上した資産グループの概要

場所 用途 種類 金額（百万円）
東京都大田区  物流倉庫等  建物、機械装置等 855
茨城県那珂郡  物流倉庫等  建物等 130

広島県東広島市  物流倉庫等  建物等 12

　②減損損失の計上に至った経緯
　当社及び三井倉庫株式会社が東京都大田区に、三井倉庫ロジスティクス株式会社が広島県東広島市に保有する上記
資産については、営業活動による収益性の低下が認められ、短期的な回復が見込まれないため、当該資産グループに
係る資産の帳簿価額をそれぞれ回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま
す。なお、回収可能価額は使用価値により測定し、東京都大田区に保有する上記資産の使用価値は将来キャッシュ・
フローを7.2％で割り引いて算定しております。また、広島県東広島市に保有する上記資産については使用価値をゼ
ロとしております。
　当社が茨城県那珂郡に保有する上記資産については、拠点の撤退により、当該資産グループに係る資産の帳簿価額
を回収可能価額まで減額しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定し、使用価値をゼロとしておりま
す。

 (2)連結子会社MS Supply Chain Solutions (Malaysia) Sdn.Bhd.に関するのれんの減損損失
　①減損損失を計上した資産グループの概要

場所 用途 種類 金額（百万円）
－  その他  のれん 2,409

　②減損損失の計上に至った経緯
のれんを含む資産グループに減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャ

ッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。
MS Supply Chain Solutions (Malaysia) Sdn.Bhd.は、当社グループのサプライチェーンマネジメント支援業務

のマレーシアにおける現地法人として、調達物流、工場内荷役や工場間輸送などの工場物流、マレーシア発または三
国間の国際輸送業務等を行い、業績は概ね事業計画に沿って推移しておりました。しかしながら、マレーシア現地に
おける主要顧客の生産体制見直しによる取扱物量の減少見通し等を受け、今後の事業計画を見直し、資産グループの
帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。回収可能価額は、使用価値により測定し、将来キャッシュ・フロー
を7.9%で割り引いて算定しております。この使用価値の測定に用いる将来キャッシュ・フローは、経営者が承認し
た翌年度の事業計画及びその後の期間の利益計画を基礎として見積りますが、事業計画における主要顧客との取扱物
量の見積り及び利益計画に適用された成長率の見積りには高い不確実性が伴い、これらの経営者による判断が将来キ
ャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼします。

当該事業計画及びその後の期間の利益計画を慎重に見直した結果、当該資産グループの帳簿価額4,796百万円と回
収可能価額との差額2,409百万円を減損損失として特別損失に計上しております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　24,883,002株
２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決　　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基　準　日 効力発生日

2020年５月11日
取締役会 普通株式 620百万円 25円00銭 2020年３月31日 2020年６月４日

2020年11月４日
取締役会 普通株式 620百万円 25円00銭 2020年９月30日 2020年12月２日

計 － 1,241百万円 － － －

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　　　2021年５月11日開催の当社取締役会において、普通株式の配当に関する事項を次のとおり決議いたしまし

た。
①配当金の総額 745百万円
②１株当たり配当額 30円00銭
③基準日 2021年３月31日
④効力発生日 2021年６月４日
⑤配当原資 利益剰余金
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、銀行等金融機関からの借入及び社債
発行により資金を調達しております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
受取手形及び営業未収金に係る顧客の信用リスクについては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、
リスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごと
に時価の把握を行っております。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金(長期)であります。借入金は市場金利の変動リ
スクに、外貨建借入金は市場金利及び為替相場の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの
一部については、これらを回避する目的で、金利スワップ取引をヘッジ手段として利用しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時　価 差　　額

（１）現金及び預金 23,225 23,225 －
（２）受取手形及び営業未収金 32,402 32,402 －
（３）投資有価証券

その他有価証券 8,627 8,627 －
資産計 64,255 64,255 －

（４）支払手形及び営業未払金 18,367 18,367 －
（５）短期借入金 6,440 6,440 －
（６）長期借入金（１年内返済予定を含む） 76,439 75,935 503
（７）社債（１年内償還予定を含む） 25,000 24,938 61

負債計 126,247 125,682 565
（８）デリバティブ取引（＊） 0 0 －
(＊)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権、債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（　）で示しております。なお、デリバティブ取引のうち、金利スワップの特例処理によるものは、
ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に
含めて記載しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券、及びデリバティブ取引に関する事項
（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び営業未収金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（３）投資有価証券

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。
（４）支払手形及び営業未払金、並びに（５）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（６）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の
信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため当該
帳簿価額によっております。

（７）社債
当社の発行する社債の時価については、市場価格等に基づき算定しております。

（８）デリバティブ取引
デリバティブの時価については、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,282百万円）及び投資事業有限責任組合への出資（連結貸借対照表計
上額99百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握
することが極めて困難と認められるため、「(３)投資有価証券」には含めておりません。
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賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、東京都及びその他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む）を有して
おります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
連結貸借対照表計上額 時　　　　価

31,781百万円 153,648百万円
（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定に基づく金額、その他の

物件については収益還元法に基づいて自社で算定した金額であります。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,524円44銭
１株当たり当期純利益 465円01銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

(注)本連結注記表中に記載の金額の表示については、いずれも表示単位未満を切り捨てております。
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個　別　注　記　表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法
②その他有価証券
1)時価のあるもの　・・・・・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
2)時価のないもの　・・・・・・・ 移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ・・・・・・・・・・・時価法

３．固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産　・・・・・・・・・

（リース資産を除く）
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備は除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物：３～50年、機械装置及び車両運搬具：２～15年、工具器具備品：
２～20年

②無形固定資産　・・・・・・・・・
（リース資産を除く）

定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）について
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
４．繰延資産の処理方法

社債発行費・・・・・・・・・・・・支出時に全額費用として処理しております。
５．重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金　・・・・・・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し､回
収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　・・・・・・・・・・ 従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負
担すべき額を計上しております。

③退職給付引当金　・・・・・・・・
　（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認めら
れる額を退職給付引当金又は前払年金費用に計上しております。

1）退職給付見込額の期間・・・
帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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2）数理計算上の差異及び・・・
過去勤務費用の費用
処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間年数(13年)による定額法による按分額を、それぞれ発生の翌事業年度
から償却しております。過去勤務費用はその発生時の従業員の平均残存勤
務期間年数(13年)による定額法により、発生時から償却しております。

６．退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類に
おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

７．ヘッジ会計の処理方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例
処理によっております。

８．消費税等の会計処理方法
税抜方式を採用しております。

表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の年度末
に係る財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に
係る内容については記載しておりません。

会計上の見積りに関する注記
（子会社株式の評価）

当社は、非上場株式について、実質価額が50％以上下落し、かつ回復可能性が見込めない場合に減損処理をして
おります。

当事業年度の貸借対照表において関係会社株式46,814百万円を計上しており、うち2,604百万円は、三井倉庫サ
プライチェーンソリューション株式会社への投資であります。

当社は、当該子会社株式の評価に際し超過収益力を実質価額の評価に反映しており、超過収益力の減少に基づく
実質価額の著しい低下の有無の検討が株式評価の重要な要素となりますが、算出された実質価額を帳簿価額と比較
した結果、減損処理は不要と判断しております。
この実質価額の算定に用いる将来キャッシュ・フローは、経営者が承認した翌年度の事業計画及びその後の期間

の利益計画を基礎として見積りますが、事業計画における取引先との取扱物量の見積り及び利益計画に適用された
成長率の見積りには高い不確実性が伴い、これらの経営者による判断が将来キャッシュ・フローの見積りに重要な
影響を及ぼします。また、将来キャッシュ・フローが減少すると翌年度の評価が見直される可能性があります。
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貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産

建物及び構築物 2,651百万円
土　　　　　地 0百万円

計 2,652百万円
三井倉庫株式会社の借入金（当事業年度末残高：2,857百万円）に対して当該資産を担保に供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 120,896百万円
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

３．保証債務
（イ）他社の銀行借入等に対する保証債務 5,221百万円
（ロ）従業員の住宅ローンに対する保証債務 29百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 4,237百万円
短期金銭債務 29,011百万円
長期金銭債権
長期金銭債務

11,205百万円
20百万円

損益計算書に関する注記
１．当社の持株会社機能を踏まえ、関係会社からのシステム使用料と、関係会社からの施設使用料をグループ運営収入

として、また、関係会社からの受取配当金を関係会社受取配当金として計上し、営業収益に含めております。
２．関係会社との取引高

①営業取引による取引高
営業収益 7,309百万円
営業費用 422百万円

②営業取引以外の取引高 280百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式　46,639株
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税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
退職給付引当金 1,340百万円
賞与引当金 303百万円
有形固定資産 262百万円
関係会社株式 8,914百万円
投資有価証券 74百万円
その他 869百万円
繰延税金資産小計 11,764百万円
評価性引当額 △9,262百万円
繰延税金資産合計 2,502百万円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △1,279百万円
退職給付信託設定益 △1,012百万円
固定資産圧縮積立金 △3,387百万円
その他 △50百万円
繰延税金負債合計 △5,730百万円

繰延税金負債の純額 △3,227百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.6%
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △7.4%
住民税均等割 0.1%
評価性引当額 △0.4%
その他 △0.2%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.7%
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等

の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科　目 当期末残高

子会社 三井倉庫
株式会社

100％
（ － ）

不動産の賃貸
担保の提供
資金の援助
資金の調達
役員の兼任

倉庫の賃貸 4,680百万円 営業未収金 98百万円

担保の提供 2,857百万円 － －

資金の貸付

利息の受取

4,195百万円

9百万円

長期貸付金 4,124百万円

短期貸付金 70百万円
その他流動資産
（未収利息） 9百万円

資金の借入

利息の支払

5,260百万円

0百万円
短期借入金 5,260百万円

子会社
三井倉庫

ビズポート
株式会社

100％
（ － ）

資金の調達

役員の兼任

資金の借入

利息の支払

15,473百万円
（*）

75百万円
短期借入金 185百万円

子会社
三井倉庫

エクスプレス
株式会社

64%
（ － ）

資金の調達
役員の兼任

資金の借入

利息の支払

13,430百万円

0百万円

短期借入金 13,430百万円
その他流動負債
（未払利息） 1百万円

子会社
三井倉庫

サプライチェー
ンソリューショ

ン株式会社

66％
（ － ）

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付

利息の受取

2,134百万円

95百万円

長期貸付金 5,476百万円

短期貸付金 2,600百万円
その他流動資産
（未収利息） 46百万円

子会社
MITS LOGISTICS
(THAILAND) 

CO.,LTD
100％

（ － ） 債務保証 債務保証 2,077百万円 － －

（*）取引金額は、期中の平均残高によっております。
（注）１．三井倉庫ビズポート株式会社は国内グループ金融機能移管に伴い、2021年３月12日付けで当社へ契約上

の地位及び権利義務を移転しております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して決定しております。
倉庫の賃貸については、減価償却費、固定資産税、保険料等の実費を勘案して決定しております。
債務保証については、金融機関等からの借入に対するものであります。
担保の提供については、取引金額に担保に係る債務の期末残高を記載しております。
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１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,623円71銭
１株当たり当期純利益 312円38銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

(注)本個別注記表中に記載の金額の表示については、いずれも表示単位未満を切り捨てております。
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